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米国産の生食用馬鈴薯の輸入解禁に対する緊急要望 

 

 現在、米国からの要請により米国産の生食用馬鈴薯について輸入解禁に向けた手続きが

進められている。 

 馬鈴薯は、種芋を含めて国内生産が可能であり、北海道を中心に輪作体系を構成する基

幹的な作物として高い食料自給率を維持してきたことからも、我が国の食料安全保障の観

点において重要な作物である。一方、輸入解禁により病害虫が国内の生産地に侵入した場

合において短期間でこれを根絶することは極めて困難であり、加えてこれが蔓延すれば国

内での馬鈴薯の生産基盤を失う懸念が非常に強い。 

 政府は、食料・農業・農村基本法及び新たな食料・農業・農村基本計画の下、食料安全

保障の確保と国内生産基盤の強化を最重要課題としており、生食用馬鈴薯の輸入を解禁す

ることは政策との整合性について慎重な検証が必要である。 

 農業法人が持続的に食料安定供給の役割を果たすためには、安定した生産基盤の維持が

不可欠であることから、現時点における生食用馬鈴薯の輸入解禁に強く反対し、下記事項

を申し入れる。 

 

記 

 

１．米国産の生食用馬鈴薯の輸入解禁に伴う病害虫の侵入等により、国産馬鈴薯の生産基

盤を脅かし、生産者が負う経営リスクを完全に排除でき、食料自給力を毀損すること

のない体制が整わなければ輸入解禁を認めないこと。 

 

２．輸入解禁の手続きが進められることによって、国内での馬鈴薯の生産意欲が減退し、

食料安全保障に支障をきたすことがないよう、生産性の向上や物価高騰に対応した収

益構造の実現など農業者が生産に意欲が持てる施策を併せて検討すること。 

以上 

 


